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川崎市住宅供給公社は、地方住宅供給公社法に基づき、川崎市の出資により

1969(昭和 44)年５月に設立されて以来、川崎市の住宅政策の一翼を担う公的住宅供

給主体として、住宅・まちづくりを通じ、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与して

きました。 

 

設立以来、二十数年にわたり分譲住宅事業中心の事業展開でしたが、1993（平成

５）年５月に策定された、川崎市における住宅・住環境に関する基本計画である「川崎

市住宅基本計画」により、特定優良賃貸住宅の供給促進や管理などが公社の担う役

割とされ、その後、1999(平成 11)年５月及び 2005（平成 17）年３月に改定された「川崎

市住宅基本計画」において居住支援制度や高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進な

ど、市民の多様なニーズに対応した事業展開が公社の新たな役割として位置づけら

れました。 

 

更に、2006(平成 18)年４月から市営住宅の管理代行業務を実施し、公的賃貸住宅

の管理ノウハウを活かした、質の高いサービスの提供や先導的事業への取組など、

地方住宅供給公社として、市場からの高い信頼・ブランド力を高めてきました。 

 

今年度、川崎市においては、本格的な少子・高齢化、環境問題の深刻化等、社会

経済情勢の変化に伴い、市民の住宅及び住環境に対するニーズが多様化・高度化

しているなか、「川崎市住宅基本計画」を改定し、健全な住宅市場の環境整備や良質

な住宅ストックの形成・有効活用を重視した政策を展開する方針を明らかにしていま

す。 

 

改定された「川崎市住宅基本計画」において、公社は、川崎市の住宅政策実施の

パートナーとして位置づけられ、今後、多様化する市民ニーズへの対応など、公社に

求められる役割はさらに重要性を増していくものと認識し、地域に根ざした事業活動

の基本方針として、このたび中長期経営計画を策定しました。 

 

今後、川崎市との緊密な連携の下に、この計画に基づき計画的、総合的な住まい・

まちづくりの取組を推進していきます。 

 

１ 策定の背景と趣旨 
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川崎市住宅供給公社川崎市 国・県

中長期経営計画

経営理念

経営方針

戦略的取組・収支見込み

事業計画 資金計画(予算)

事業の実施

進行管理・決算等

住生活基本法

住生活基本計画

（全国計画・神奈川県計画）

住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する

法律

（住宅セーフティネット法）

高齢者の居住の安定確保に関

する法律（高齢者住まい法）

神奈川県高齢者居住安定確保

計画

その他関連法令等

◎総合計画

・川崎市新総合計画「川崎再

生フロンティアプラン」

◎行財政改革

・新たな行財政改革プラン

・出資法人の経営改善指針

・出資法人の経営改善計画

◎住宅政策

・川崎市住宅基本条例

・川崎市住宅政策審議会

・川崎市住宅基本計画

（住生活基本計画）

◎その他関連計画等

・都市計画

・福祉

・環境

・防災

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

経営の基本的方向

行動計画

 

 
2011(平成 23)年３月に策定された川崎市の「新たな行財政改革プラン」において、

当公社は、経営改善を進める法人として、中長期の経営計画を策定・公表し、引き続

き経営改善を進めるよう求められています。 

 

本計画はこれを受け、「川崎市住宅基本計画」における公社の役割等を踏まえ、今

後の事業展開を明確化するとともに、自主的・自立的かつ安定的な経営基盤の構築

に取り組むことを目的としております。 

 

本計画の計画期間については、2012(平成 24)年度から 2021(平成 33)年度までの

10 年間とします。また、社会経済情勢等の変化を踏まえ、適宜見直しを行うこととしま

す。 

 

なお、計画の進行管理にあたっては、計画期間を通した行動計画、単年度計画等

の達成度を検証していきます。 

 
 
■計画の位置づけ 

 

 

２ 中長期経営計画の位置づけ 
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(1) 川崎市の将来人口推計と住宅事情 

ア 少子・高齢社会の進展 

川崎市の人口は、引き続き増加傾向にあり、川崎市の将来人口推計による

と、総人口は2030（平成42）年まで増加を続け、ピーク人口は約150.8万人にな

ると想定されています。 

また、65歳以上の老年人口は2010（平成22）年の約24.1万人から2030（平成

42）年には約33.9万人となり、人口に占める割合も16.9％から22.5％と大きく上昇

します。中でも75歳以上の人口は、約10.4万人（7.3％）から約18.6万人（12.3％）

と人数・割合ともほぼ倍増することが見込まれています。 

一方、15歳未満の人口は2015（平成27）年の約19.1万人をピークに、15歳～

64歳の生産年齢人口は2025（平成37）年の約101.3万人をピークに、いずれも

その後減少過程に移行するものと想定され、少子・高齢化の確実な進展が見

込まれています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 良質な住宅は依然として不足 

川崎市内の住宅総数は、2008(平成 20)年の住宅・土地統計調査によると 68

万６千戸で世帯総数 61 万７千戸を上回り、すでに量的に充足した状況にある

■川崎市の将来人口推計 

３ 公社を取り巻く環境と課題  

川崎市：「新たな行財政改革プラン」

各年 10月1日現在
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65-74歳
15-64歳
  0-14歳

※単位未満を四捨五
入しているため、各
年齢の人口と合計値
が一致しない場合が
あります。
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川崎市：川崎市地球温暖化対策推進計画

■部門別二酸化炭素排出量 

180%

160%

140%
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100%

80%

60%

40%
1990　2000　2001　2002　2003　2004　2005　2006　2007　2008年度

速報値

民生部門（家庭系）

民生部門（業務系）

廃棄物部門
産業部門産業部門

運輸部門

工業プロセス部門
転換部門

中、質の面では、耐震化、バリアフリー化等が必要とされる住宅も多く、高齢者

や子育て世帯が暮らしやすい環境づくりや安全・安心で快適な居住環境を含

めた質の高い住宅の提供など、多様化・高度化する市民の居住ニーズに対応

した事業展開が求められています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 増加する住宅の二酸化炭素排出量 

地球温暖化対策が急務の課題となる中、2008(平成 20)年度の市内の住宅

(民生部門（家庭系）)の二酸化炭素排出量は、181 万７千トン-CO2 で、1990（平

成２）年度の排出量（110 万８千トン-CO2 ）と比較して 64.0％の増加となってい

ます。二酸化炭素排出量の増加の要因としては、人口及び世帯数が増加して

いることや世帯構成別では単身世帯の増加が顕著であり、人口の増加率と比

較して世帯数の増加が高くなっていることが挙げられ、住宅からの二酸化炭素

排出量削減の取組が求められています。 

 

  

■住宅数と世帯数及び空家数の推移 

川崎市：川崎市住宅基本計画

■世帯人員別普通世帯数の推移 

川崎市：川崎市住宅基本計画
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5 
 

(2) 経営状況からの課題 

公社の財務状況については、平成 22 年度決算結果を各種財務指標により民

間上場会社（不動産業）と比較してみると、いずれも健全な数値となり、安定した

状況を示しています。 

しかし、主要な収益源のひとつである公社賃貸住宅等の賃貸資産を、今後とも

長期にわたり良好な住環境を維持し、有効活用することにより、安定的に収益を

確保していくには、大規模修繕を適切に実施して長寿命化を図ることが必要なこ

とから、計画的な資金準備が必要となっています。 

また、今後、先導的モデル事業などの新規事業の実施にあたっては、自己資

金を主力とした堅実な事業展開を行うことで、新たな収益源を確保し、金利動向

や社会情勢等に左右されない安定した経営への移行を図り、効率的な運営を図

ることが課題となっています。 

 

   

指標名 
22年度 

決算 

上場会社 

(不動産業)
備考 

流動比率 362.74％ 121.68％ 
流動資産を用いて短期的な支払能

力を表す。 

当座比率 191.35％ 35.93％ 
即時換金性のある流動資産を用い

て短期的な支払能力を示す。 

自己資本比率 63.56％ 27.08％ 自己資本の厚さを表す。 

固定長期適合比率 77.65％ 93.75％ 長期的な安全性を示す。 

借入金依存度 14.97％ 48.69％ 借入金に依存しているかを表す。 
※ 流動比率、当座比率及び自己資本比率は高いほど望ましく、一方、固定長期適合比率及び借

入金依存度は低いほど望ましい。 

 

(3) 事業面からの課題 

特定優良賃貸住宅等の民間オーナーからの管理受託事業については、公社

の基幹事業のひとつであり、安定した事業運営が求められていますが、建物建設

後の経過年数に伴う家賃対策補助金の減少等による空家の増加及び家賃滞納

の増加により、民間オーナーの経営に影響を及ぼすとともに、公社の管理受託料

も減収しつつあります。 

今後、空家解消等を促進し、公社の特定優良賃貸住宅等管理受託事業の円

滑な事業推進を図ることが喫緊の課題となっています。 

また、特定優良賃貸住宅等の制度住宅としての期間終了後においても、管理

受託を継続し、優良な既存ストックの有効活用を図ること、更に公益的役割を担う

公社として、市民ニーズに応じた的確な住情報提供や先導的事業の積極的な開

■各種財務指標一覧（参考文献「日経経営指標〈全国上場会社版〉2011」） 
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拓を図ることが必要となっています。 

 

(4) 組織体制からの課題 

市営住宅や賃貸住宅の管理が基幹事業となる中、大幅な収益の拡大を図るこ

とが困難な状況において、自主的・自立的で持続可能な公社経営のため、業務

プロセスの見直しなど、より一層の組織体制のスリム化や効率化、外部委託化を

図り、効果的・効率的な執行体制を構築する必要があります。 

また、社会経済情勢の変化に的確に対応するため、研修を充実させ、職員の

住宅供給・管理等の分野における技術力・専門能力の向上を図るなど、人材育

成に努める必要があります。 
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■川崎市が期待する役割と経営改革 

（経営改善計画から抜粋） 

(1)期待する役割

市の住宅政策の先導的役割を果たす担い手として市民の多様なニーズに応え

るとともに市場機能が働きにくい分野の役割を担い住環境の向上に寄与すること

を期待する。

(2) 経営改革項目

ア 民間誘導型高齢者向け優良賃貸住宅等、公的賃貸住宅のモデル展開、住

情報提供の拡充、居住支援制度の充実等市民のニーズに適した事業展開を実施

する。

イ 実施事業の形態に応じた組織・人事の見直しを図り効率的な業務運営体制を

図る。

ウ 財務状況は安定しているが、より一層事務の効率化や事業の採算状況を分

析し、経営改善を進めていく。

 

  
(1) 住生活基本法に基づく公社の役割 

本格的な少子・高齢社会、人口・世帯減少社会に向け、現在及び将来におけ

る国民の豊かな住生活を実現するため、2006(平成 18)年６月に「住生活基本法」

が制定され、法に定める基本的施策その他の住生活の安定の確保及び向上の

促進に関する総合的かつ計画的な推進を図るため、「住生活基本計画（全国計

画）」が策定されました。この計画において「本計画に基づく施策を推進していく

ためには、住生活基本法及び本計画をよりどころにしながら、国、地方公共団体

のみならず、独立行政法人住宅金融支援機構、独立行政法人都市再生機構、

地方住宅供給公社、住宅関連事業者、居住者、保健医療サービス・福祉サービ

ス提供者、さらには、地域住民の団体、ＮＰＯなど住生活に関わるすべての主体

が相互に連携及び協力することが非常に重要である。」とされ、今後の住生活に

関わる施策の推進において、公社にも相応の役割が期待されています。 

 
(2) 市から求められる公社の役割 

ア 川崎市新たな行財政改革プラン 

「川崎市新たな行財政改革プ

ラン」（以下「行革プラン」）の策定

に伴い 2011（平成 23）年４月に

改正された「出資法人の経営改善

指針」に基づき「経営改善計画」

（平成 23 年度からの３カ年計画）

を川崎市との調整の上、策定しま

した。 

この計画の中で、川崎市は、公

社に期待する役割として、「市の

住宅政策の先導的役割を果たす

担い手として市民の多様なニーズに応えるとともに市場機能が働きにくい分野

の役割を担い住環境の向上に寄与すること」とし、上図のとおり３つの経営改

革項目を挙げています。 

また、公社は、市営住宅の管理や高齢者向け住宅の供給・管理などの業務

を通じて、市民の居住の安定確保を図ってきましたが、今後においても市営住

宅をはじめ、民間提携住宅及び民間賃貸住宅を活用した居住の安定確保へ

の積極的取組を進めることが期待されています。 

 

４ 公社の役割 
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イ 川崎市住宅基本計画 

2011（平成 23）年 11 月に改定された「川崎市住宅基本計画」において公社

事業の方向が、下図のとおり示されています。 

この中で、公社組織の位置づけ、公社の新たな役割、公社の具体的な事業

展開の方向が示されていますので、川崎市との強力な連携のもと、この計画に

より求められた役割を忠実に実行し、市民の皆様の信頼と期待に応えていきま

す。 

 

 

 

※ ここでの公社とは、川崎市住宅供給公社および(財)川崎市まちづくり公社をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市：川崎市住宅基本計画

■公社事業の方向 

○住宅政策の課題 ○公社の新たな役割

○公社組織の位置づけ

○公社の具体的な事業展開の方向

既存ストックの活
用と市場機能の円
滑化

居住の安定確保の
推進

少子高齢化社会と
世代循環への対応

地域の自律・持続
可能な地域づくり

新しい公共とパー
トナーシップの推
進

市民のための地域
に密着した組織

公共と民間市場の
間に立つ中間的組
織

公益性を追求する
非営利の独立採算
組織

①市の多様な住宅
政策を分担して実
施するパートナー
としての役割

②健全な住宅市場
の育成に向けた住
情報拠点としての
役割

③NPO等の中間
支援組織としての
機能・役割の重視

④コラボレート機
能の強化（異なる
団体や主体間の協
業・協働化）

⑤まちづくり施策
と連携した事業展
開

1）新たな住
まいづくり
等の先導的
事業の推進

2）公共賃貸
住宅等の適
切な管理と
居住支援の
充実

3）住情報拠
点整備と情
報資源活用
事業の推進

4）地域のま
ちづくり施
策との連携

・ソフト連携型高齢者向け住宅等の供給
   （高優賃、グループホーム、グループリビング等の
    供給と医療福祉ネットワーク化）
・コミュニティや環境重視の住まいづくりのモデル展開
   （需要者参加や地域の活性化、コミュニティ形成、
    環境共生等／子育て対応、外国人対応含む）
・定借利用住宅や社宅等のストック活用等の推進
   （低価格化、低家賃化に向けた新しい手法の検討・
    導入）

・効率的な一元的管理による入居者等サービスの充実
   （市営住宅、高優賃、特優賃等の管理の一元化）
・居住支援事業の取り組み強化
   （高齢者、障害者、外国人等に対する居住支援制度の
    積極的な運用）

・住情報拠点の整備
   （情報の一元化や総合的な相談窓口の開設、NPOの
    活動支援を含む学習・交流等の機会づくり）
・情報資源活用による民間事業者等への事業化支援
   （公社の制度、ノウハウをいかした事業者への
    総合相談や多様な主体の連携・協働化の推進）

・街なか共生の住まいづくりの誘導・支援
   （まちづくりコンサルタント派遣等）
・市営住宅建替えに伴う敷地の有効活用
・密集市街地整備等のまちづくり事業との連携
   （種地取得による住替え推進や建替え誘導など）
・再開発や区画整理等まちづくり事業への参画
   （地域のニーズに即した住まい・まちづくりの誘導）
・住宅団地等の建替え・リノベーション・再生支援
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(1) 経営理念 

川崎市の住宅政策の基本理念である「すべての市民が安心し、ゆとりを持って

共に住み続けられる活力ある地域社会の実現『安心・ゆとり・共生のまち「かわさ

き」の実現』」を市のパートナーとして共に推進するため、公社の基本理念を次の

とおり定めます。 

 
 

安全・安心な暮らしを支える住まい・まちづくりを通じて、活力ある地

域社会の実現に貢献します。 

 
 
 

(2) 経営の基本的方向 

経営理念を具現化するため、今後 10 年間の経営の基本的方向を次のとおり

定めます。 

 
 

ア 民間市場の成熟化を踏まえ、分譲事業については、市の施策との連携

など、限定的に取り組むこととします。 

イ 市営住宅や特定優良賃貸住宅等の管理など、これまでの実績を踏まえ、

管理部門に重点を置いた取組を進めます。 

ウ 高齢者向け賃貸住宅の供給促進など、市場機能が働きにくい分野の役

割を積極的に担っていきます。 

エ 民間・市民活動等の協働化を支援し、コーディネーターとして地域に

根ざした住まい・まちづくりを推進するとともに、市民に向けた的確な

住情報を発信していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

５ 経営理念等 
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(3) 経営方針 

経営の基本的方向に基づく具体的な事業展開に当たっては、次の経営方針

により取り組みます。 

 

 

ア お客様第一主義 

常にお客様の視点に立って、公社ならではの信頼を得られる上質のサ

ービスを提供します。 
イ 地域への貢献 

地域と共に歩み続ける公社として、地域の安全・安心の確保、地域の

課題解決に向けて、全力をあげて取り組みます。 
ウ 公益性の維持 

川崎市の住宅政策の一翼を担う公的住宅供給主体として、安全・安心

で環境にやさしい住まい・まちづくりに公益的な役割を果たしていきま

す。 
エ 透明性の確保 

コンプライアンスの徹底を図り、公社事業、財務状況等についてホー

ムページ等を活用し、適時適切に情報公開するなど、目に見える公社経

営を推進します。 
オ 自主自立 

組織の効率化及び収益性の向上を図り、自主的・自立的な事業推進と

団体運営を図ります。 

 
 
 

(4) 戦略的取組 

経営理念等の実現のため、以下の戦略的取組を設定し、公社事業推進の指

針とします。 

 
ア 先導的な住宅事業の推進 

イ 賃貸住宅ストックの形成・活用 

ウ 市営住宅管理業務の充実 

エ 川崎市との連携の強化 

オ 経営基盤の充実・強化 
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(1) 先導的な住宅事業の推進 

 

【基本的な考え方】 

公社は、川崎市の住宅政策の先導的役割を果たす担い手として市民の多様なニ

ーズに応えるとともに、市場機能が働きにくい分野の役割を担い、新たな住まいづくり

等の先導的な取組をこれまで推進してきました。 

今後においても、少子・高齢化の進展や地球温暖化をはじめとした様々な環境問

題などの社会的課題や市民ニーズに的確に対応していくとともに、これまで実施して

きた先導的な取組について、適切な情報提供を行うことにより、市民・事業者等の取

組を支援していきます。 

 

【具体的な取組】 

ア 高齢社会に対応した高齢者向け賃貸住宅事業の推進 

(ｱ) 高齢者向け優良賃貸住宅の管理の充実 

公社が管理している高齢者向け優良賃貸住宅５団地については、これまで

高齢者住宅相談員「よろずや」サービスにより、安心居住のためのコミュニティ

形成を促進してきました。 

引き続きこうした取組を進めるとともに、加齢に伴い自立した生活が困難な

高齢者には、高齢者施設等への適切な住替えの取組や福祉部門との連携を

推進します。 

 

 

■高齢者住宅相談員「よろずや」イメージ 

６ 戦略的取組 

地域福祉等の情報提供

コミュニティ形成の支援

入居者の状況把握
高齢者ニーズの把握

介護予防の支援

常駐よろずやは
看護師・ヘルパー等

有資格、経験者

地域福祉等の情報提供

コミュニティ形成の支援

入居者の状況把握
高齢者ニーズの把握

介護予防の支援

常駐よろずやは
看護師・ヘルパー等

有資格、経験者

地域福祉等の情報提供

コミュニティ形成の支援

入居者の状況把握
高齢者ニーズの把握

介護予防の支援

地域福祉等の情報提供

コミュニティ形成の支援

入居者の状況把握
高齢者ニーズの把握

介護予防の支援

常駐よろずやは
看護師・ヘルパー等

有資格、経験者

健康な方

福祉が
必要な方

要介護の方

ご相談下さい！

きっかけ作りの
お手伝いします

役所や地域の窓口を
ご紹介します

生きがい・おつとめ
趣味・友達作りなど
生きがい・おつとめ
趣味・友達作りなど

福祉に関すること福祉に関すること 医療に関すること医療に関すること

健康増進・
予防に関すること
健康増進・
予防に関すること

すまいや住まい方の
ご相談（公社対応）

公社の住宅と
福祉機関・医療機関との
連携のご相談（公社対応）

公社高齢者住宅
相談員

「よろずや」
です。
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(ｲ) 高齢者向け賃貸住宅事業の推進 

高齢単身・夫婦世帯の増加に対応するため、市場で不足している、高齢者

が安心して暮らすことができる賃貸住宅のストック形成に向け、サービス付き

高齢者向け住宅や高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進が必要とされていま

す。 

公社は、こうした社会的要請に応えて高齢者向け賃貸住宅や、高齢者世

帯・子育て、ファミリー世帯等との多世代交流型住宅の供給の取組を進めま

す。 

また、中原区の所有物件を高齢者向け賃貸住宅へ改修し、この取組情報

を賃貸住宅事業者向け相談で提供することなどにより、公社との提携を含め

た民間事業者による高齢者向け賃貸住宅の供給促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市：住宅基本計画

■高齢者世帯の家族型別世帯数の推移 

■生活支援サービス等を提供する高齢者向け優良賃貸住宅（ビバース日進町） 

高齢者住宅（5～ 11F）
高齢者向け優良賃貸住宅 55戸
公社一般賃貸住宅 10戸

在宅ケアセンター（4F）
デイサービス・リハビリテーションなど

病　院（1～ 3F）
療養病床 85床（医療および介護保険）

屋上庭園

駐車場

高齢者交流施設

住宅エントランス部
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イ 市営住宅跡地等の有効活用 

「川崎市市営住宅等ストック総合活用計画」に基づく市営住宅の建て替え等と

の連携を図り、建て替えに伴う空き用地、市の未利用地等について、定期借地

権制度等を活用するなどにより、少子・高齢化、環境配慮等の社会ニーズに対

応した住宅の供給事業実施の検討を行い、市営住宅建替事業、再開発事業及

び団地・地域再生等に向けた取組支援等、川崎市の住宅・まちづくり事業へ積

極的に参画していきます。 

また、住宅供給に伴い、地域での福祉サービス提供等に一定の実績を有する

事業主体（社会福祉法人、ＮＰＯ等）の活用による地域へのサービス提供を含め

た事業等も併せて推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 環境に配慮した事業の取組 

公社は、地球温暖化をはじめとした様々な環境問題への積極的取組によ   

る地域社会への貢献を目的として、安全・安心で環境に優しい住宅づくりや住

宅ストックの長寿命化を図ります。 

     

(ｱ) 川崎ゲートタワーの事業推進 

川崎駅西口地区拠点整備の一環として進めている川崎ゲートタワーは、良

質で長期にわたり快適な居住環境の分譲住宅の供給をするという考え方から、

国の補助事業である平成22年度長期優良住宅先導事業（新築・共同住宅部

門）に応募し、採択されています。 

また、川崎市の環境施策を踏まえ、川崎市の建築物環境配慮制度(ＣＡＳＢ

ＥＥ川崎)において最高ランクである「Ｓランク」を取得しました。 

こうした取組の普及を図り、様々な環境配慮がなされ、長期にわたって使用

可能な質の高い住宅ストックの形成を促進します。 

     

■市営住宅跡地を活用し、地域のまちづくりへの貢献の例（上布田） 

地域

住宅

福祉

NPO
ボランティア

NPO
ボランティア

NPO
ボランティア

街並み景観
みどりのスペース
防犯・防災
地域交流

建築協定
街並みの統一
環境共生
多世代交流

住替え
近隣居住
短期滞在
職の創出

公社分譲

地域住民
上布田つどいの家

（地域交流スペース有）

グリナリー上布田
（第1期、2期、3期）
定期借地権付き
戸建分譲住宅 16戸

売主 川崎市住宅供給公社

市営住宅
福祉活動ホーム

町会
商店街
小学校
設計事務所
施工会社

公社分譲

地域住民
上布田つどいの家

（地域交流スペース有）

グリナリー上布田
（第1期、2期、3期）
定期借地権付き
戸建分譲住宅 16戸

売主 川崎市住宅供給公社

市営住宅
福祉活動ホーム

町会
商店街
小学校
設計事務所
施工会社

公社分譲

地域住民
上布田つどいの家

（地域交流スペース有）

グリナリー上布田
（第1期、2期、3期）
定期借地権付き
戸建分譲住宅 16戸

売主 川崎市住宅供給公社

市営住宅
福祉活動ホーム

町会
商店街
小学校

設計事務所
施工会社

小規模多機能 グループホーム
デイサービス ショートスティなど
土地所有者：川崎市
土地定借権者：川崎市住宅供給公社
建物所有者：川崎市住宅供給公社
運営事業者：㈱生活科学運営

小規模多機能 グループホーム
デイサービス ショートスティなど
土地所有者：川崎市
土地定借権者：川崎市住宅供給公社
建物所有者：川崎市住宅供給公社
運営事業者：㈱生活科学運営
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事業年度

竣工予定

用途

住所

事業者

敷地面積

建築面積

延床面積

着工

完成(予定)

専有面積 55.05㎡～111.37㎡

分譲住宅・保育所

878.81㎡

平成21年度

物　件　概　要

構造・階数・
計画戸数

平成22年7月1日

平成24年5月完成・7月引渡

平成24年度

幸区大宮町31-1

川崎市住宅供給公社

1696.16㎡

12128.93㎡

RC造・22階建　110戸

保育所併設(川崎市に寄付)

 

 

 

 

上 川崎ゲートタワー完成予定図 

右上 CASBEE 川崎による環境性能表示（川崎ゲート

タワー） 

右 物件概要 

 

 

 

 

 

(ｲ) 既存集合住宅の省エネルギー化への取組 

既存公社賃貸住宅において、集合住宅の省エネルギー化モデル事業とし

て、太陽光発電設備の設置や共用廊下等の照明の LED 化などを図り、実施

に当たっての課題対応等の事例をとりまとめ、市民・民間事業者等への普及

促進に取り組みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公社一般賃貸住宅「スターブル塩浜」
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(2) 賃貸住宅ストックの形成・活用 

 

【基本的な考え方】 

特定優良賃貸住宅等は、子育て世帯を中心とした中堅ファミリー世帯向けの良質

な賃貸住宅として、民間オーナーと公社とのパートナーシップにより供給を進めてき

たもので、現在、105 住宅 2,227 戸の管理を実施しており、セーフティネットとしての役

割を担うとともに、子育て世帯が多く居住していることから、市の子育て支援施策とし

ても機能しています。 

今後も適正な管理に努めるとともに、各住宅の立地環境、地域特性、民間オーナ

ーの経営状況等を分析し、住宅の特性に応じた管理サービスの提案等を行い、民間

オーナーとの信頼関係のさらなる構築に取り組んでいきます。 

 

【具体的な取組】 

ア 特定優良賃貸住宅等の適正な管理の実施 

(ｱ) 募集受付体制の充実 

現在の入居者募集方法は、インターネット及び電話による事前申込者登録

を行い、土日を含め、随時受付専用電話による入居者の申し込みを受け付け

ています。 

しかし、近年では、インターネットの普及により、空家の検索にインターネット

を利用する方が大半を占めていることから、インターネット等を活用した入居

者募集受付など多様な受付方法の取組を進めます。 

 

 

 
■川崎市特定優良賃貸住宅制度イメージ 

川崎市
住宅供給公社

良質な
賃貸住宅国・川崎市

入居者

土地所有者
（事業者）

建設・管理に
関する業務委託

管理

所有

入居
入居者負担額

家賃に対する補助
（家賃と入居者
　負担額との差額）
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(ｲ) 空家対策 

空家の増加が課題となる中、これまで実施してきた現地オープンルームの

開催やチラシ広告による効果等を分析し、各住宅の立地環境、特性等を整理

し、適切な広告宣伝を行うとともに、賃貸住宅のニーズ分析を的確に行い、多

様なニーズに対応した空家対策を実施するとともに、リノベーションによる高付

加価値化の導入などを民間オーナーに提案していきます。 

また、近隣の家賃相場等の分析を行い、民間オーナーに対し、適正な家賃

への見直しの提案を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 家賃支払方法の多様化 

現在、公社が管理する賃貸住宅における家賃支払方法は、口座振替及び

金融機関への振込のみとなっています。多様化する入居者のライフスタイルに

対応し、コンビニエンスストアを活用した家賃支払いやクレジットカードによる家

賃の決済等、多様な家賃支払方法を検討し、入居者サービスの向上を図りま

す。 

また、近年増加傾向にある家賃滞納については、家賃支払方法の多様化

により、家賃を支払いやすくすることで未納を防止するとともに、家賃滞納者に

対する法的対応を含め支払指導の強化を図ります。 

 
イ 特定優良賃貸住宅等の制度終了後の継続管理 

特定優良賃貸住宅等としての管理期間は 10 年から 20 年とされており、期間

終了後は一般の賃貸住宅として管理することとなります。 

今後、制度住宅としての管理期間が終了する住宅の増加が見込まれていま

すが、民間オーナー及び入居者と築いてきた信頼関係や子育て支援策として

有効に機能してきた実績を踏まえ、適切な管理に努めていきます。 

また、ファミリー世帯向けの優良な既存ストックであることから、市の子育て支

■公社ホームページ ■川崎アゼリアでの賃貸住宅案内 
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管理戸数

23年度末 2,227

24年度末 2,193

25年度末 2,147

26年度末 2,054

27年度末 1,889

28年度末 1,588

29年度末 1,104

30年度末 787

31年度末 579

32年度末 384

33年度末 65

34年度末 48

35年度末 48

36年度末 24

37年度末 24

38年度末 24

39年度末 24

40年度末 0

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

援施策等との連携を図り、募集における優遇制度を設け、入居機会の拡大を図

るなど、子育て世帯を支援していきます。 

 

 

 

 

ウ 計画修繕の提案及び工事監理の受託 

公社所有賃貸住宅及び民間提携賃貸住宅については、毎年度建物点検を

実施し、民間オーナーに適切な修繕の提案を行っています。今後においても、

団地毎のカルテの作成など建物点検等の充実を図るとともに、特定優良賃貸住

宅等の建設・監理等を行った実績を活かし、民間提携賃貸住宅に対する計画

修繕やリノベーションの提案及び工事監理等の受託に向けた取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

■特定優良賃貸住宅等の管理戸数 
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(3) 市営住宅管理業務の充実 

 

【基本的な考え方】 

公社では、川崎市営住宅の修繕業務を 1993（平成５）年度から、また入居者募集

業務を 2003（平成 15）年度から受託しており、2006（平成 18）年度からは、管理代行

制度による市営住宅の管理を受託し、入居者の募集・決定から退去手続などの入居

者管理、小破修繕や大規模修繕などの建物管理を行っています。 

本格的な少子・高齢化の進展など、社会経済情勢の変化により、公営住宅が担う

役割が変化している中、適切な管理に努め、実績を積み重ねることで、市営住宅管

理の業務ノウハウを蓄積してきました。 

引き続き、市営住宅の管理にあたっては、公社の公平、中立な特性を活かした管

理に対する信頼と実績を維持し、さらなる市民サービス向上への取組を進めます。 

また、業務見直し及び効率化を継続的に実施し、川崎市との連携を強化していくこ

とにより、管理代行による受託業務を誠実かつ的確に実行するとともに経費の縮減を

図り効率的な執行に努めます。 

 

【具体的な取組】 

ア 適切な入居者管理の実施 

市営住宅の既存入居者の中には、入居収入基準を超えたまま居住している

事例や、親族等を同居させるには許可手続が必要であることの認識が希薄であ

る事例などがあります。 

そのため、入居収入基準を超える世帯に対しては、特定優良賃貸住宅等を斡

旋するなど、基準に見合った住宅への住替え指導に努め、住宅に困窮する世帯

の入居機会の拡大に取り組みます。 

また、同居許可等の手続の必要性について、徹底した周知を図るなど適切な

入居者管理を実施していきます。 

 

川崎市：川崎市市営住宅等ストック総合活用計画

■入居者の年齢構成 
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イ 窓口体制の充実 

これまで、市営住宅の窓口業務は、原則、平日営業日に開設していましたが、

住宅管理や募集業務のサービス向上を図るため、平成 23 年 10 月から第２、第４

土曜日の窓口開設を試行実施しました。この効果を検証し、より一層の市民サ

ービスの向上に取り組みます。 

また、多様な居住ニーズに応え、公的賃貸住宅のワンストップサービス化を進

めるため、公社が管理する特定優良賃貸住宅等相談窓口等との情報連携を図

ります。 

 

ウ 高齢者の安心居住に向けた管理 

高齢社会の進展により、川崎市営住宅における 65 歳以上の単身高齢者世帯

数は、3,682 世帯で、市営住宅の入居世帯の 23.6％となっています（2010（平成

22）年３月末時点：「川崎市市営住宅等ストック総合活用計画」）。 

現在、公社では、市営住宅の管理者としての立場から、65 歳以上の単身高齢

者世帯については、ベランダ、郵便受けなどの状況からの安否確認や必要に応

じた個別訪問による見守りを実施し、高齢者の安心居住に向けた管理を進めて

います。 

引き続き、適切な団地巡回業務を進め、団地自治会と連携し、効果的な見守

りを実施していきます。 

 

 

 
川崎市：川崎市市営住宅等ストック総合活用計画

■世帯主の年齢と家族人数 
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エ 住宅使用料（家賃）収納率の向上 

住宅使用料（家賃）滞納者に対しては、郵送による催告だけでなく、電話連絡

や訪問による納付指導を実施しています。 

収納率の向上を図るため、平日の夜間や土日においても訪問や電話連絡を

実施し、滞納発生早期からの接触を図ることで一定の成果を挙げています。 

更に、滞納者の収入や生活状況を確認しながら、入居者にあった方法で滞納

家賃が完済できるよう、分割納付等の相談も面談で行うなどきめ細やかな対応を

図っており、引き続きこれらの取組を進め適切な収納管理を行います。 

 

オ 市営住宅の維持管理の実施 

市営住宅の入居者が安全・安心に暮らしていくためには、建物や設備等の適

切な維持管理が欠かせません。 

大規模修繕については、「川崎市市営住宅等ストック総合活用計画」に基づき、

建物の経年劣化に応じた修繕を計画的に実施しており、平成 23 年度からは管

理代行者として実施可能な国庫補助事業の受託も開始しました。これらのほか、

団地の巡回点検や建物調査による適切な維持管理に努めます。 

また、小中規模修繕及び空家修繕については、溝ノ口事務所で一元管理を

行い、入居者や自治会等からの緊急修繕依頼については、登録業者を含めた

体制の中で通年対応しており、今後も迅速かつ的確な対応を行っていきます。 

 

 

 

 川崎市：川崎市市営住宅等ストック総合活用計画

■修繕・改善の実施イメージ 
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 (4) 市との連携の強化 

 

【基本的な考え方】 

公社は、住宅政策を連携して実施するパートナーとしての位置づけから、川崎市と

ともに「安心・ゆとり・共生のまち「かわさき」の実現」に向け、市民の多様な居住ニー

ズに応えるため、公共と民間の中間的組織としての特性を生かし、川崎市の施策を

より効果的、効率的に推進します。 

多様な居住ニーズへの対応のひとつとして、住情報サービスを推進する「住情報

拠点の整備」や保証人がいない高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯等の入居機

会の確保と安定した居住継続を支援する「居住支援制度」等を川崎市から受託して

おり、これら受託業務については今後とも着実に実施していきます。 

 

【具体的な取組】 

ア 居住支援制度及びあんしん賃貸支援事業の充実 

高齢者・障害者・子育て世帯など、住宅の確保に特に配慮を要する方々が安

心して民間の賃貸住宅に居住するための支援業務として、居住支援制度及び

あんしん賃貸支援事業を市から受託しており、制度利用件数は年々増加する傾

向にあります。 

今後も民間不動産店、家賃債務保証会社、居住支援を行う団体等との連携を

図り、市民が利用しやすい、効果的な制度運営に努めます。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市：川崎市住宅基本計画

■居住支援制度の概要 

入居保証システム 居住継続システム

賃借人
（制度利用者）

協力不動産店
賃貸人(家主)

保証会社 川崎市住宅
供給公社

川崎市

賃借人
（制度利用者）

協力不動産店
賃貸人(家主)

緊急連絡人

宅地建物
取引業団体

川崎市住宅
供給公社

連絡調整会議
（制度運営上の連絡調整機関）

川崎市まちづくり局
川崎市健康福祉局
障害者支援団体
㈶国際交流協会

連絡・対応要請

病気・事故等
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イ  賃貸住宅経営管理相談事業の充実 

賃貸住宅事業の実施を検討する土地所有者や賃貸住宅の所有者等に対し、

賃貸住宅建設及び賃貸経営等に関する適切な情報提供及び支援等を図るた

め、これまでの公社の賃貸住宅建設・管理の取組実績を活かし、セミナーの開

催や事業者相談を継続的に実施し、地域特性や多様化する市民ニーズに対応

した、質の高い賃貸住宅ストックの形成に貢献します。 

 

ウ 住情報拠点の整備 

川崎市住宅基本計画に基づく住情報拠点については、市及び(財)川崎市ま

ちづくり公社と連携して取り組んでおり、市南部地域では、公社本社事務所にお

いては、賃貸住宅を探している方に対し、公的賃貸住宅の入居相談や居住支

援制度を活用した民間住宅の入居案内の実施及び賃貸住宅の建設等を検討

している事業者等に対し賃貸住宅経営管理相談等を実施しています。 

また、北部住情報拠点については、高津区溝ノ口の「ノクティプラザ」内に「住

まいの情報サロン」を開設し、住まい等に関する情報提供や相談業務をＮＰＯと

の連携によって運営していますが、今後、公社溝ノ口事務所の拡充等を検討し、

公社本社事務所と同様に公的賃貸住宅等の総合入居相談、事業者向け相談

窓口等の機能を設置するなど住情報提供機能を一層強化し、市民ニーズに的

確に応えられるよう窓口の充実に向けた取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

■住情報拠点 

北部地域

南部地域

公社北部拠点

公社南部拠点

川崎市住宅供給公社
「溝ノ口事務所」
「住まいの情報サロン」

川崎市住宅供給公社
「本社事務所」
㈶川崎市まちづくり公社
「ハウジングサロン」
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エ 高齢者等住替相談の実施 

これまでも幅広く住宅に係る相談や情報提供を実施してきましたが、新たな住

情報提供業務として、高齢者や若年子育て世帯等の住替え循環等を推進する

ため、住替えを希望する高齢者世帯が所有する戸建住宅などを比較的広い戸

建住宅等への住替えを希望する子育て世帯等に転貸するなどの住替相談を行

います。 

実施に当たっては、全国規模で住替えの取組を行っている一般社団法人「移

住・住みかえ支援機構(JTI)」等との連携を図り、多様な住宅相談に対応していき

ます。 

 

 

 

オ 中間支援組織としての地域課題への取組 

地域における住まい・まちづくりに係わる課題の解決には、福祉や子育て、環

境などさまざまな分野で活動を展開しているＮＰＯや民間事業者との連携・協働

が不可欠です。 

公社は、住宅団地の建設・供給・管理など通じて多くのノウハウを蓄積するとと

もに、住宅や不動産に関する専門知識、技術の集積があり、公的機関としての

信頼性も得ており、事業展開する中で、様々な関係機関、団体等とのネットワー

クを構築してきました。これらの資源を活かし、中間支援組織として、ＮＰＯや民

間事業者、地域住民と連携・協働しながら、地域に貢献していきます。 

■住替相談のイメージ 

相談 相談

相談 相談

マイホームを貸したい人
（シニア世帯）

賃貸住宅等を借りたい人
（子育て世帯等）

情報連携情報連携

㈳移住・住みかえ支援機構等

・高優賃・特優賃・
一般賃貸（公社管
理）への住替え斡旋
・マイホーム借上げ
制度情報の提供
　　　　　　　等

・特優賃・一般賃貸
（公社管理）等の紹介
・シニア世帯のマイ
ホーム賃貸情報の提
供
　　　　　　　　等
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 (5) 経営基盤の充実・強化 

 

【基本的な考え方】 

公社は、地方住宅供給公社法に基づき、川崎市の出資により設立された特別法人

です。公的機関として、何よりも市民及びお客様の信頼を得て事業を推進していかな

ければなりません。そのため、コンプライアンスやリスクマネジメントなど公社の内部統

制機能をより一層充実・強化していきます。また、安定した経営を継続するため、財政

基盤強化の取組を進め、併せて、簡素で効率的な組織体制の整備及び人材育成に

取り組み、組織力の向上を図ります。 

 

【具体的な取組】 

ア 内部統制の徹底等 

(ｱ) 透明性の確保とコンプライアンス体制の強化 

公社は地方住宅供給公社法に基づき、川崎市の 100％の出資によって設

立された公的団体です。市民の皆様からの信頼に応えるため、公社事業及び

財務状況等の必要な情報を、ホームページ等を活用して適時適切に公開し

ていきます。 

また、関係法令を遵守することはもちろん、社会的信頼を維持向上させるた

め、行動基準の策定、委員会の設置などコンプライアンス体制の強化を図りま

す。 

    

(ｲ) 個人情報保護の徹底 

公社では、公社賃貸住宅の管理、民間提携賃貸住宅の管理及び市営住

宅の管理代行を通じて入居者等に係る個人情報を膨大に所有しています。こ

れら個人情報の管理には、職員一人ひとりが常に細心の注意を払い、適切に

業務を遂行する必要があります。そのため、引き続き個人情報の取り扱いに対

しての職員意識の向上を図るとともに、個人情報保護の徹底を図るための仕

組みづくりを強化し、取組を進めます。 

 

(ｳ) リスクマネジメントの強化 

公社で実施しているさまざまな事業におけるリスクについて、リスクの洗い出

し、分析、評価、対応のあり方を規定した管理規程を整備し、リスクの未然防

止及び発生時の影響最小化と再発防止活動を推進します。 

また、危機管理マニュアルの整備や事業継続計画の策定等も含め統合的

なリスク管理体制の構築を図ります。 
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(ｴ) 的確な情報発信 

公社の経営状況や事業の紹介、また、公社が管理している賃貸物件の空

家情報など、市民の皆様がアクセスし易いようホームページの改善を図るほか、

チラシの配布、地域情報誌への掲載など、さまざまな広報媒体を活用し、住宅

を必要とする方に的確に情報発信していきます。また、お客様サービスの向

上を図るため、必要に応じてアンケート等によりニーズを把握し、的確に対応

していきます。 

 

(ｵ) 環境への配慮 

様々な分野で、地球温暖化対策が求められている中、住まい・まちづくりを

所管する公社としても、事業活動にともなうＣＯ２の削減など環境配慮に取り組

む必要があります。 

そのため、公社における環境負荷低減に向けた考え方や取組方針をまと

めた「川崎市住宅供給公社環境方針」を策定し、取組を着実に実施していくた

めの推進体制整備を図ります。 

また、事務所における環境配慮行動を推進するため、グリーン購入や省エ

ネの取組等の徹底について社内に周知するとともに、事業活動においても再

生可能エネルギーの使用や高効率設備の設置など、環境負荷低減に向けた

取組を推進します。 

 

イ 財政基盤の強化 

(ｱ) 収益性の確保 

公社の使命である公益的事業を推進するためには、公社事業の収益性を

高め安定的な財政基盤を構築することが重要となります。そのため、公社の収

益の柱となっている公社賃貸住宅管理事業の円滑な推進により、安定した家

賃収入等の確保を図ります。また、長期修繕計画の策定と適切な修繕費の積

み立てを行い、計画的な大規模修繕の実施により、公社資産の長寿命化、良

好な居住環境の維持を図るなど、将来にわたり安定的な収益の確保に努めま

す。 

 

(ｲ) 多様な資金調達 

当公社の事業運営資金は、公社賃貸住宅の建設資金として、独立行政法

人住宅金融支援機構からの長期借入金が、平成 22 年３月末時点で約 37 億

円ありましたが、平成 22 年度に約 18 億円を返済し、支払利息の負担軽減に

努め財務改善に取り組んできました。 

今後においても、事業運営資金の自主財源化を図りながら、必要な資金需

要に対しては、経費の節減を図るとともに多様な資金調達方法を検討してい
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きます。 

 

(ｳ) 財務管理の強化 

各年度の事業計画に基づく達成すべき目標や想定される費用を事業別予

算として適正に設定し、予算の執行状況の把握及び検証により、計画の着実

な推進を図ります。 

また、事業経費及び公社運営経費等の支出に関して、継続的な業務改善

の観点から費用対効果の分析とコスト節減への取組に努め、既存事業の安定

的な収益確保及び新規事業の適正な採算管理など財務管理の強化を図りま

す。 

 

ウ 効率的な組織体制の構築と人材育成 

(ｱ) 組織体制のスリム化 

職員数抑制の取組により、業務に応じて嘱託員、契約社員、臨時職員、人

材派遣の活用を図っており、今後においても、業務内容と業務量を勘案しな

がら、多様な雇用形態を活用するとともに、定例業務については一層のアウト

ソーシングを進め、簡素で効率的な組織体制の整備を進めます。 

なお、職員の採用にあたっては、経営の中長期的な見通し等を踏まえると

ともに、優秀な人材の確保と選考過程等の透明性の確保を図っていきます。 

 

(ｲ) 人材育成計画の推進 

組織の活性化、職員の資質の向上、優秀な人材の確保を図るため、平成

23 年度に「川崎市住宅供給公社人材育成計画」を策定しました。今後、この

計画に基づき、階層別研修、専門的実務研修など計画的な研修を実施して

職員の資質の向上を図ります。 

また、先導的事業の取組等を通じて獲得したノウハウの蓄積と共有化を図り、

職員の住宅供給・管理等の分野における技術力・専門能力の向上を図ります。

併せて人事管理の改善に努め、公社の組織力とお客様サービスの向上を図

ります。 
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24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収益 4,633 0 0 0 0 0 0 0 0 0

費用 4,168 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益 598 598 598 611 602 600 654 654 648 648

費用 524 299 299 312 312 312 353 353 353 353

収益 2,902 2,897 2,895 2,891 2,881 2,867 2,855 2,846 2,838 2,833

費用 2,455 2,451 2,447 2,443 2,437 2,430 2,425 2,426 2,426 2,423

収益 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

費用 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

605 595 606 614 615 625 622 625 622 635

399 168 158 151 136 117 126 114 102 87

1 11 11 9 16 16 1 1 1 1

400 179 169 160 152 133 127 115 103 88

管理受託住宅
管理事業

その他事業

一般管理費

事業利益

その他

当期純利益

(単位:百万円)
項　　目

分譲事業

賃貸管理事業

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

:  概ね事業が予定されている期間
:  本収支見込みを作成するため、事業を想定している期間

駐車場管理

管理受託住宅
管理事業

高齢者向け優良賃貸住宅

特定優良賃貸住宅

制度期間終了後住宅

市営住宅管理事業

その他事業

居住支援制度

あんしん賃貸支援

賃貸住宅経営管理相談

住情報提供

分譲事業 川崎ゲートタワー

賃貸住宅

賃貸施設(店舗・宅地)

市営住宅跡地活用

既存住宅活用

賃貸管理事業

新規事業実施

項　　目
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 (1) 事業見通し 

 

(2) 収支見込み 

※ 人件費・物件費は、一般管理費として計上し、各事業の費用には含まない。 

７ 収支見込み ７ 収支見込み 
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中長期経営計画を着実に推進するため、３年毎の行動計画（ＰＬＡＮ）を策定し、

毎年度の資金計画（公社予算）との整合を図り実行（ＤＯ）します。実行結果につい

ては、戦略的取組の方向性等を踏まえた事業評価（ＣＨＥＣＫ）を行い、評価結果

により、改善が必要なものについては行動計画の見直し（ＡＣＴＩＯＮ）を行います。 

こうした行動計画レベルのＰＤＣＡサイクルにより中長期経営計画の進行管理を

行い、社会経済情勢の変化等を踏まえ、適時適切に中長期経営計画の見直しを

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

８ 計画の推進及び進行管理 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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列1 区画数 敷地面積
宮前区 103区画 24668.14㎡
合計 103区画 24668.14㎡

列1 団地数 棟数
宮前区 2団地 25棟
多摩区 6団地 255棟
麻生区 5団地 129棟
合計 13団地 409棟

列1 団地数 棟数 戸数 店舗
川崎区 7団地 10棟 921戸 16店舗
幸区 11団地 20棟 1273戸 31店舗

中原区 2団地 4棟 690戸 0店舗
高津区 1団地 1棟 57戸 0店舗
宮前区 7団地 36棟 1194戸 6店舗
多摩区 8団地 21棟 945戸 0店舗
麻生区 6団地 18棟 1324戸 0店舗
合計 42団地 110棟 6404戸 53店舗
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賃貸住宅供給戸数

分譲住宅供給戸数

賃貸住宅管理戸数

(戸数)

 

 

◆分譲(住宅・宅地)供給実績 

 

 

 

 

 

 

 

 参考資料 

■年代別住宅別供給実績 

■区別分譲住宅(集合)供給実績 

■区別分譲住宅(戸建)供給実績 ■区別宅地分譲供給実績 
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団地数 戸数 団地数 管理戸数

116団地 2555戸 105団地 2227戸

地域特賃 12団地 263戸 4団地 100戸

特優賃 102団地 2244戸 99団地 2079戸

高優賃 2団地 48戸 2団地 48戸

8団地 443戸 8団地 443戸

特優賃 2団地 132戸 2団地 132戸

高優賃 3団地 119戸 3団地 119戸

一般賃 4団地 178戸 4団地 178戸

借上市営 1団地 14戸 1団地 14戸

124団地 2998戸 113団地 2670戸

管理実績

民間提携型賃貸住宅

公社賃貸住宅※

合計

※　スターブル藤崎及びビバース日進町は、1団地の中に2種類の
住宅が併設されているため、各1団地で計上し、総団地数は8団地
とした。

供給実績

列1 団地数 管理戸数
川崎区 7団地 127戸
幸区 12団地 240戸

中原区 17団地 434戸
高津区 18団地 448戸
宮前区 20団地 343戸
多摩区 19団地 403戸
麻生区 12団地 232戸
合計 105団地 2227戸

種別 管理開始年度 住宅名 所在区 管理戸数

平成12年度 スターブル藤崎 川崎区 108戸
平成14年度 スターブル境町 川崎区 24戸

平成14年度 ビバース境町 川崎区 30戸
平成17年度 ビバース日進町 川崎区 55戸
平成19年度 ビバース田島町 川崎区 34戸

平成17年度 ビバース日進町 川崎区 10戸
平成17年度 スターブル溝ノ口 高津区 20戸
平成18年度 スターブル塩浜 川崎区 100戸
平成21年度 モア・リッシェル武蔵中原 中原区 48戸

借上市営 平成12年度 スターブル藤崎 川崎区 14戸

高優賃
RC造　５階建
RC造　地下１階・地上１１階
RC造　６階建

構造・階数

特優賃
ＲＣ造　１４階建
RC造　５階建

一般賃貸

RC造　地下１階・地上１１階
SRC造　７階建
RC造　６階建
RC造　地下1階・地上4階建

ＲＣ造　１４階建

◆賃貸住宅供給・管理実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■賃貸住宅供給実績 

■区別民間提携型賃貸住宅管理実績 

■公社賃貸住宅管理実績 

 (平成 24 年 3 月 1日現在)

 (平成 24年 3月 1日現在) 

列1
団地数 戸数 団地数 戸数

川崎区 17団地 1209戸 1団地 2戸
幸区 22団地 3886戸 0団地 0戸

中原区 10団地 744戸 1団地 1戸
高津区 25団地 4556戸 3団地 70戸
宮前区 15団地 4460戸 1団地 1戸
多摩区 11団地 2162戸 2団地 128戸
麻生区 4団地 475戸 0団地 0戸
合計 104団地 17492戸 8団地 202戸

市営住宅 特定公共賃貸住宅
■区別川崎市営住宅管理実績 

 (平成24年3月31日現在)

 (平成24年3月31日現在)
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幸区

1

2

3

4

9

6

7

川崎市住宅供給公社による先導的事業の取組

10

5

川崎区

多摩区

8

① スターブル藤崎・サンスターレ藤崎

① 特優賃、高齢者向け借上市営住宅、分譲 との合築によ

るソーシャルミックスによる地域コミュニティ形成

② 全国初の事例として、高層賃貸住宅での免震構造を導入
③ 災害時対応の、情報提供型自動販売機を設置した。

○ 新規取組（検討）事項

住宅市街地整備総合支援事業として民間の大規模施設跡地を公社

が取得し、特定優良賃貸住宅、高齢者向け借上市営住宅及び分譲住

宅の一体的整備を行った。

② スターブル境町・ビバース境町

民間所有の土地を公社が取得し、高齢者向け優良賃貸住宅と子育

て世帯を中心とした中堅ファミリー世帯向けの特定優良賃貸住宅を供

給した。

○ 新規取組（検討）事項

① 川崎市高齢者向け優良賃貸住宅第１号

② ファミリー向け特優賃と高齢者向け優良賃貸住宅との併

設による世代間交流と地域コミュニティづくり
③ 入居者（高齢者）支援相談業務（よろずや）施行実施

③ ビバース日進町

高齢社会に適応した実効性のある施策事業として、民間所有の土

地を公社が取得し、高齢者の安全・安心な生活を図るため、医療法

人と土地、建物を共有し、「住宅」と「医療施設」との合築を行っ
た。

○ 新規取組（検討）事項
① 医療施設(馬嶋病院)・高優賃・一般賃貸との合築

② 高齢者交流施設及び共用スペースを活用したコミュニテ

ィ形成
③ よろずやの常駐による入居者相談支援

④ 地域の憩いの場として、旧東海道川崎宿ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ

⑦ スターブル塩浜

独立行政法人雇用・能力開発機構の既存の物件を公社が買取り、一

部の住戸を子育て世帯向けに改修し、子育てに配慮した住宅を供給し

た。

○ 新規取組（検討）事項

① 子育て世帯への支援を前提として、既存住戸の一部に子

育てに配慮した改修を行い、子育て世帯の支援のため、入

居者交流施設を活用した入居者支援相談業務（よろずや）
の実施し、ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ両面でのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行った。

② 川崎市子育て等あんしんマンション認定制度第1号

⑥ ビバース田島町

川崎市の土地を公社が購入、建物を建設し、土地・建物の一部を

SPCに譲渡して、公社所有管理の高優賃と、SPC所有、福祉事業者

(ワタミ㈱)の事業運営による、地域のニーズに対応した、医療・福祉
施設等を一体的に整備した。

○ 新規取組（検討）事項

高齢社会に適応し、自立した生活ができる高齢者が、年齢を積

み重ねるごとに増大する健康不安を解消すべく、民間活力により、

高齢者に対応した施設や利便施設を合築し、安心・安定した生活
を提供する。

④ こでまり六郷・⑤ デイサービス河原町
河原町団地内に公社が所有する倉庫を民間福祉事

業者に賃貸し、デイサービスを主とした、『デイ

サービス河原町』としてコンバージョンを図った。

○ 新規取組（検討）事項

高齢化が著しい団地の空き施設を、利用者の機

能回復訓練などパワーリハビリ機能を備えたデイ

サービス施設に転用し、地域との関わりや急速な
高齢社会化への対応を図った。

① 事務所から認知症対応型共同生活介護施設へのコンバージ

ョン

② 既存施設利用による賃料抑制と、安価で安心して入居でき
るグループホーム「こでまり六郷」整備

○ 新規取組（検討）事項

旧公社事務所(六郷ビル1階部分)を福祉事業者に賃貸し、認知症対応

型グループホームを整備した。

① 長期優良住宅認定(先導事業についても採択済)

② 川崎駅西口駅前のまちづくりへの貢献

③ カーシェアリングシステムの採用
④ 住宅長期維持管理業務支援システムの採用

⑤ CASBEE川崎 Sランク取得

○ 新規取組（検討）事項

川崎駅西口地区拠点整備の一環として、㈱東芝の体

育館跡地を公社が購入し、川崎市の環境施策に基づく、

良質で、長期に渡り快適な居住環境の分譲住宅を供給
する。

なお、国の平成22年度長期優良住宅先導事業募集

において新築・共同住宅部門で全国で2件採択された

補助事業の内の1件。

⑩ 川崎ゲートタワー(川崎駅西口大宮町F街区分譲住宅) ⑨グリナリー上布田・上布田つどいの家

① 地域再編整備のコミュニティ作り「ふれあいの場

の創出」

② 上布田つどいの家は、高齢者への生活支援ｻｰﾋﾞｽ
施設と多世代共生型賃貸住宅を融合し運営。また、

賃貸住宅は、一部高齢者専用賃貸住宅に登録

○ 新規取組（検討）事項

市営住宅の建替えに併せた、敷地の再編整備の中で、川崎

市の土地の一部を定期借地制度により公社が借上げ、一部を

定借分譲し、また、小規模多機能施設やグループホーム等の
複合施設を建設し、民間事業者に賃貸。

⑧ サウザンドシティ

川崎下平間周辺地区住宅市街地整備総合支援事業とし

て、民間の大規模工場跡地を神奈川県住宅供給公社と共

同で取得し、都市型分譲住宅を供給した。

○ 新規取組（検討）事項

① 平成10年度安全安心まちづくり実践手法モデル地区

として国土交通省から全国初の選定を受けた。

② 警察庁の安全安心モデル街区指定を、住宅として全国
初の指定、警察庁の協力のもと、関東圏第1号として、

スーパー防犯灯5基を設置

④ 場内防犯カメラ110台設置

⑤ 免震構造・地下駐車場の雨水貯留槽マンホールが災害

時トイレに転用

事業年度

管理開始

住所

所有者

共同事業者

敷地面積

建築面積

延床面積

平成1７年５月

川崎区日進町２４－１５

4階部分：医療施設と住宅の共有階

1674.02㎡

医療法人社団恒春会馬嶋病院

平成1６年度

物　件　概　要

川崎市住宅供給公社

2005.13㎡

9252.18㎡

専有面積
一般賃貸 20.17～60.90㎡

高優賃 37.59～50.30㎡

病院1階～4階　85床

構造・階数・
計画戸数

SRC造・11階建て

住宅5階～11階 65戸

高優賃55戸・一般賃貸10戸

事業年度

管理開始

住所

所有者

敷地面積

建築面積

延床面積

賃貸棟：スターブル藤崎

特優賃3階～14階 108戸

借上市営2階 14戸

分譲棟：サンスターレ藤崎

分譲　184戸

RC造　14階建

特優賃 65.14～65.42㎡

借上市営 31.21～51.52㎡専有面積

分譲　70.75～88.62㎡

構造・階数・
計画戸数

3454.97㎡・5491.00㎡

物　件　概　要

川崎区藤崎4-9-1ほか

川崎市住宅供給公社（ｽﾀｰﾌﾞﾙ）

平成12年8月

平成1０年度

869.66㎡・1503.28㎡

9360.43㎡・16020.65㎡

RC造・1４階建て

事業年度

管理開始

住所

所有者

敷地面積

建築面積

延床面積

特優賃 65.30・68.79㎡

500.09㎡・475.44㎡

1949.01㎡・1678.94㎡

構造・階
数・計画
戸数

RC造・５階建て

特優賃(ｽﾀｰﾌﾞﾙ境町) 24戸

高優賃(ﾋﾞﾊﾞｰｽ境町) 30戸

専有面積
高優賃 37.36・44.21㎡

川崎市住宅供給公社

1229.83㎡・1150.07㎡

物　件　概　要

平成1３年度

平成1４年8月

川崎区境町８－６・7-1事業年度
管理開始
所有者
用途
住所
敷地面積
延床面積

専有面積

構造・階
数・計画戸
数

RC造・6階建　100戸

子育て向け住戸
5戸(100戸中)

物　件　概　要
平成18年度
平成18年度

川崎区塩浜1-16-1

川崎市住宅供給公社

65.74㎡・66.29㎡

車いす使用者向け
2戸(100戸中)

一般賃貸住宅等

5774.76㎡
7474.96㎡

事業年度

住所

所有者

敷地面積

建築面積

延床面積

用途

物　件　概　要

グループホーム、診療所等

高優賃、有料老人ホーム

6721.20㎡

平成17年度

高優賃　平成19年度
管理開始

川崎市住宅供給公社

高優賃　5、6階　34戸

共同事業者
ワタミ株式会社
・武蔵鶴見特定目的会社(SPC)

その他施設　平成20年度

川崎区田島町23-1

構造・階数・
計画戸数

その他施設　1～4階

RC造・6階建

2832.33㎡

1646.28㎡

事業年度

住所

所有者

用途

開所

賃貸面積

賃貸期間

構造・階数・
計画戸数

デイサービス河原町

平成17年度

幸区河原町1

デイサービス施設

平成17年11月

319.67㎡

20年

旧川崎市住宅供給公社倉庫

鉄筋コンクリート造

河原町住宅2階・非住宅(事務
所)部分

川崎市住宅供給公社

賃貸先
アビリティーズ・ケアネット株
式会社

事業年度

住所

所有者

賃貸先

賃貸面積

賃貸借期間

用途

六郷ビル1階・非住宅(事務所)
部分

旧川崎市住宅供給公社事務所

こでまり六郷

平成1５年度

川崎区本町2-12-14

445.37㎡

構造・階
数・計画戸
数

14居室(約10㎡/居室)

川崎市住宅供給公社

平成16年5月1日
～平成41年4月30日

社会福祉法人川崎市社会福祉事
業団

グループホーム

鉄骨鉄筋コンクリート造

事業年度

竣工予定

用途

住所

事業者

敷地面積

建築面積

延床面積

着工

完成(予定)

専有面積

構造・階数・
計画戸数

平成22年7月1日

平成24年5月完成・7月引渡

平成24年度

幸区大宮町31-1

川崎市住宅供給公社

1696.16㎡

12128.93㎡

RC造・22階建　110戸

保育所併設(川崎市に寄付)

55.05㎡～111.37㎡

分譲住宅・保育所

878.81㎡

平成21年度

物　件　概　要
住所

土地所有者

定期借地権者

敷地面積(全体) ３,３７０．５１㎡

計　画　概　要

多摩区布田749-27ほか

川崎市

定期借地権存続
期間

第1期　平成15年7月1日
　　　～平成67年6月30日

第2期　平成15年12月1日
　　　～平成67年11月30日

第3期　平成16年6月1日
　　　～平成68年5月31日

川崎市住宅供給公社

敷地面積

建物所有者

運営事業者

専有面積

開所

第1期5区画・第2期5区画（＋上布田
つどいの家）・第3期6区画

定期借地権付賃貸住宅等(上布田つどいの家)

㈱生活科学運営

平成1９年1月

定期借地権付分譲戸建(グリナリー上布田)

851.59㎡

27.7㎡～56.1㎡

構造・階数
・区画

構造・階数
・区画(定期借
地権付高専賃
等)

グループホーム等　9戸

賃貸住宅　18戸

木造等・２階建て・１６区画

川崎市住宅供給公社

鉄骨造・3階建て

事業年度

完成

用途

住所

事業者

共同事業者

持分割合

従前敷地

敷地面積

延床面積

７棟・６～41階建　

専有面積 61.45㎡～119.33㎡

神奈川県住宅供給公社

市公社:20%・県公社:80%

東芝タンガロイ川崎工場

１37826.03㎡

1000戸

物　件　概　要

構造・階
数・戸数

幸区新塚越1-2

川崎市住宅供給公社

21517.98㎡

鉄筋コンクリート造

平成8年度

平成14年11月

分譲住宅
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